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押
印
義
務
の
廃
止
、電
子
帳
簿
保
存
の
見
直
し
な
ど

納
税
環
境
整
備
に
関
す
る

改
正
の
実
務
ポ
イ
ン
ト

第１章 わ
が
国
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス（
以
下
、「
新
型
コ
ロ
ナ
」

と
い
う
）感
染
症
の
拡
大
で
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
や
民
間
に
お
け
る

デ
ジ
タ
ル
化
の
遅
れ
が
浮
き
彫
り
と
な
っ
た
。
行
政
の
デ
ジ
タ
ル

化
の
推
進
は
、デ
ジ
タ
ル・ガ
バ
メ
ン
ト
に
よ
る
行
政
効
率
化（「
経

済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
１
９
」（
２
０
１
９
年
６
月

21
日
閣
議
決
定
））や
行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
関
す
る
基
本
原
則

お
よ
び
行
政
手
続
の
原
則
オ
ン
ラ
イ
ン
化
の
た
め
に
必
要
な
事

項
等
を
定
め
た「
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利

用
に
関
す
る
法
律
」（
デ
ジ
タ
ル
化
法
）の
改
正（
２
０
１
９
年
12
月

施
行
）等
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
拡
大
以
前
よ
り
、
取
組
み
が
行

わ
れ
て
い
た
も
の
で
あ
り
、
税
務
関
連
書
類
の
提
出
に
係
るｅ
─

Ｔａｘ
の
見
直
し
も
行
わ
れ
て
き
た
。　

今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
は
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ

ン
ト
へ
の
取
組
み
を
加
速
さ
せ
、
内
閣
府
に
設
置
さ
れ
た
、
高

度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
推
進
戦
略
本
部（
Ｉ
Ｔ
総
合

戦
略
本
部
）が
採
択
し
た「
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
実
行
計
画
」

（
２
０
２
０
年
12
月
25
日
決
定
）で
も
、
行
政
手
続
の
デ
ジ
タ
ル

化
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
推
進
等（
書
面
・
押
印
・
対
面
の

見
直
し
に
伴
う
行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
推
進
、
法
人
デ
ジ

タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
機
能
拡
充
に
よ
る
法
人
等
の
手
続
の

利
便
性
向
上
等
）が
掲
げ
ら
れ
た
。　

デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
へ
の
取
組
み
の
加
速
を
受
け
、
令
和

３
年
度
税
制
改
正（
以
下
、「
２
０
２
１
年
度
税
制
改
正
」と
い
う
）

で
は
、
税
務
書
類
の
電
磁
的
提
出
の
拡
充
や
電
子
帳
簿
等
保
存

制
度
の
大
幅
な
見
直
し
等
、
コ
ロ
ナ
下
の
納
税
環
境
の
整
備
が

図
ら
れ
た
。

本
稿
で
は
、
納
税
環
境
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
関
連
す
る
改
正
お

よ
び
国
際
課
税
に
関
す
る
改
正
に
つ
い
て
解
説
を
行
う
。

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
税
務
書
類
の
電
磁
的
提
出
を
行
う
場
合

に
は
、電
磁
的
方
法
と
申
請
を
行
う
本

人
の
確
認
方
法
を
理
解
し
、源
泉
徴
収

義
務
者
が
電
磁
的
提
出
を
行
う
要
件

の
充
足
も
確
認
し
た
う
え
で
、電
磁
的

方
法
の
可
否
を
判
断
す
る
必
要
が
あ

る
。

●
電
子
帳
簿
等
保
存
制
度
に
見
直
し
に
伴

い
事
前
承
認
制
度
廃
止
と
な
っ
た
が
、

２
０
２
２
年
の
適
用
に
向
け
て
、費
用

対
効
果
を
考
慮
の
う
え
、電
子
帳
簿
等

の
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
を
行
う
必
要
が

あ
る
。

●
納
税
管
理
人
制
度
の
拡
充
に
伴
い
、納

税
管
理
人
を
指
定
し
て
い
な
い
非
居
住

者・外
国
法
人
と
の
取
引
が
あ
る
居
住

者・内
国
法
人
は
、２
０
２
２
年
の
適
用

に
向
け
て
、非
居
住
者・外
国
法
人
へ
の

協
力
を
進
め
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

税
務
関
係
書
類
に
お
け
る

押
印
義
務
の
廃
止

行
政
手
続
の
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
の
一
環

と
し
て
、
税
務
署
長
等
に
提
出
す
る
国
税

関
係
書
類
の
う
ち
納
税
者
等
の
押
印
を
求

め
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し

て
押
印
義
務
が
廃
止
さ
れ
た（
税
理
士
法

33
、
33
の
２
、
通
則
規
１
、
措
規
４
他
）。

申
告
書
、
届
出
書
、
申
請
書
等
の
様
式
に

つ
い
て
は
、
押
印
欄
の
な
い
様
式
に
順
次

更
新
さ
れ
て
い
る
が
、
改
正
前
の
書
式
で

の
押
印
の
な
い
提
出
も
可
能
と
さ
れ
て
い

る（
改
正
通
則
規
附
則
２
、
改
正
措
規
附

則
17
他
）。
な
お
、
実
印
に
よ
る
押
印
・

印
鑑
証
明
書
の
添
付
を
求
め
て
い
る
国
税

関
係
書
類
に
つ
い
て
は
、引
き
続
き
押
印
・

印
鑑
証
明
書
の
添
付
が
求
め
ら
れ
る（
図

表
１
参
照
）。

改
正
は
、
２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
後

に
提
出
す
る
税
務
関
係
書
類
に
つ
い
て
適

用
さ
れ
る
⑴（
改
正
通
則
規
附
則
１
、
改

正
措
規
附
則
１
他
）。
地
方
税
関
係
書
類

に
つ
い
て
も
同
様
の
見
直
し
が
行
わ
れ
、

２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
後
に
提
出
す
る


